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第 1　事案の概要
　被告人が起訴された本件公訴事実の要旨は，以下のとおりである。
　「被告人は，氏名不詳者らと共謀の上，A（当時84歳）が，数字選択式宝く
じであるロト 6 に必ず当選する特別抽選に選ばれたことによりその当選金を
受け取ることができると誤信しているのに乗じ，同人から現金をだまし取ろ
うと考え，平成27年 3 月16日頃，福岡県（以下略）前記 A 方にいた同人に対
し，真実は同人が特別抽選に選ばれた事実はなく，契約に違反した事実も違
約金を支払う必要もないのにあるように装い，B 株式会社の C を名乗る氏
名不詳者が，電話で，「A さんの100万円が間に合わなかったので，立て替
えて100万円を私が払いました。」「A さんじゃない人が送ったことが D 銀行
にばれてしまい，今回の特別抽選はなくなりました。不正があったので，D
銀行に私と A さんで297万円の違約金を払わないといけなくなりました。違
約金を払わないと今度の抽選にも参加できないので，半分の150万円を準備
できますか。」などとうそを言って現金150万円の交付方を要求し，前記 A
をして，違約金を支払う必要があり，違約金を支払えばロト 6 に必ず当たる
特別抽選に参加できる旨誤信させ，（住所略）E（省略）号の空き部屋に現金
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120万円を配送させて，被告人が受取人である F の振りをして配達業者から
受け取る方法により，現金をだまし取ろうとしたが，警察官に相談した前記
A がうそを見破り，現金が入っていない箱 1 個を発送したため，その目的
を遂げなかった」
　すなわち，氏名不詳の先行者（X）が，被害者（A）に対し，ロト 6 に必ず
当選する旨の欺罔行為をなし，受取人 F 宛てに宅配便で現金を送付させよ
うとし，A も一時はその旨誤信したものの，その後，嘘を看破して，警察
官とともにいわゆる「騙されたふり作戦」を実行することとし，その作戦の
一環として，一見現金が在中しているかのように見せかけた本の入った箱を
F 宛てに送付し，他方，被告人は，A が嘘を看破した後に X から詐取現金
受領の依頼を受け，本の入った宅配便を受領した被告人において，詐欺未遂
罪が成立するとして起訴された事案である。
　被告人に詐欺未遂罪が成立する根拠としてなされた検察官の主張内容の要
旨は以下のとおりである。
　（ 1 ）　被告人と X は，X による欺罔行為開始以前から X またはその共犯
者との間で本件詐欺に係る共謀（事前共謀）が成立していた
　（ 2 ）　仮に（ 1 ）の事前共謀が認定できないとしても，被告人は，平成27
年 3 月25日に A が発送した荷物（以下「本件荷物」という。）を受領するまでに
は X らとの間で共謀が成立していたのであり，被告人は本件欺罔行為の効
果を利用して本件受領場所で本件荷物受け取ろうとしたのであるから，被告
人は詐欺未遂の共同正犯（承継的共同正犯）の罪責を負う
　このような検察官の主張に対し，弁護人は，X が A に対して本件欺罔行
為を行ったこと，被告人が，何者かの依頼により，本件受領場所で本件荷物
を受け取ったことについては争わないとした上，
　（ 1 ）　被告人が X らから本件荷物の受取りを依頼されたのは同月24日以
降であって，検察官の主張するような事前共謀はない
　（ 2 ）　また，被告人が本件荷物の受取りを依頼された段階では，X の欺
罔行為は終了していた一方，A は X の話が嘘であることを見破り，警察官
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の提案する「だまされたふり作戦」に協力して本件受領場所宛てに現金の入
っていない偽装の荷物を発送していたのであるから，被告人が X らに加担
した後に犯行に寄与した部分が存在しないから，共同正犯は成立しない旨主
張し，さらに，被告人には詐欺未遂罪に関与している旨の認識は未必的にも
なかったとし，被告人の無罪を主張した。
第 2　判 決 要 旨
　【主文】　被告人は，無罪。
　 1 　被告人と X らとの間で，検察官の主張する事前共謀は成立しておら
ず，本件欺罔行為後である平成27年 3 月24日，被告人と X らとの間で本件
詐欺に関する共謀がなされたと認められる。
　 2 　被告人の共謀加担前に X による本件欺罔行為によって詐欺の結果発
生の危険性を生じさせたことについてはそれを被告人に帰責することができ
ず，かつ，被告人の共謀加担後は，被告人及び X らにおいて詐欺の実行行
為がなされていない（被告人及び X らにおいて更なる欺罔行為がなされた事実は認め
られず，また，被告人は本件荷物を受け取っているが，本件荷物は，A が X の欺罔行為
によって錯誤に陥ったことにより交付したものではなく，「だまされたふり作戦」の一環
として犯人検挙の目的で発送されたものであるから，それを受け取る行為は詐欺の実行行
為に該当しない。）ことから，被告人は，詐欺の結果発生の危険性に寄与した
とは認められず，被告人は無罪である。
第 3　検　　　討
1 　主 な 争 点
　本件においては，事実認定上の問題点として，（ 1 ）の事前共謀の成否が
問題となったが，裁判所はこれを認定できないとし，検察官もそのような判
断がなされうることを想定して（ 2 ）の先行者 X の一部実行後に被告人が
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後行者として犯行に加担したという承継的共同正犯として詐欺未遂罪が成立
するとの主張をなしており，本件における実際上の主要な争点も，（ 2 ）の
承継的共同正犯の成否の点にあるといえる。
　そこで，以下，（ 2 ）の争点に対する裁判所の判断について検討を加える
こととする。
2 　本件詐欺未遂罪における承継的共同正犯の成否について
　（ 1 ）　本判決は，X らと被告人との間の事前共謀が認められないことを
前提としても，承継的共同正犯として本件詐欺未遂罪の罪責を問う余地が理
論的には存在することを認める趣旨と解される。
　その上で，「本件で問題となる詐欺罪については，欺罔行為，それによる
被欺罔者の錯誤，その錯誤に基づく財物の交付及び交付された財物の受領と
いう，因果関係によって結びつけられた一定の段階を経て成立する犯罪類型
であるから，未だ詐欺の犯罪行為が終了していない段階で，後行者が，共謀
加担前の先行者の行為の効果を利用することによって犯罪の結果に対して因
果関係を持ち，その結果犯罪が成立するという場合が想定できるから，その
ような場合には，承継的共同正犯の成立を認めることができると考えられ
る。」と判示し，後行者の行為が「犯罪の結果に対して因果関係を持ち」，そ
の結果犯罪が成立することを要件とし，さらに，本件のような詐欺未遂罪に
関してこの要件を具体化した内容を，「本件で被告人に問われているのは詐
欺未遂の罪責であるから，未遂犯の処罰根拠は何かを見定めておく必要があ
るが，この点については，犯罪を決意した性格の危険性などではなく，当該
犯罪の結果が生ずる危険性を発生させたという点に，可罰性の根拠があると
考えるべきである。」と判示している。
　この判示内容は，因果的共犯論を中心に共同正犯の処罰根拠の存否を判断
する立場に立った上，詐欺既遂罪のような結果犯における「結果」に対応す
るものとして，未遂犯の実質的処罰根拠と解される「当該犯罪の結果が生ず
る危険性を発生させた点」を指摘し，そのような危険性を発生させ，あるい
は危険性を増大させた場合には，後行者において詐欺の実行行為の一部分担
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がなされたものと認められ，詐欺未遂罪においても承継的共同正犯の成立を
認めるものと解される。
　この点は，構成要件的結果発生の具体的・客観的危険について，未遂犯に
おける独自の結果とする有力な見解もあり
１）
，未遂犯における承継的共同正犯
の構造化としてあまり違和感はないといえる。
　（ 2 ）　その上で，被告人の関与により，このような危険性を発生ないし増
大させたと認定できるか（詐欺罪の実行行為の一部分担と評価できるか）の点につ
いて，本判決においては詳細な検討が加えられている。
　すなわち，被告人における実行行為の一部分担の有無に関する検察官の主
張に関し，「この点，検察官は，概ね以下のような理由を挙げ，被告人が本
件荷物を受け取った行為は詐欺の実行行為に当たるという。すなわち，〈 1 〉
実行行為とは，法益侵害の現実的危険を有し，特定の構成要件に形式的にも
実質的にも該当する行為と認められる行為をいい，本件に即していえば，現
金詐取という詐欺罪の構成要件的結果発生の現実的危険を有する行為のこと
である。そして，構成要件的結果発生の現実的危険とは，必ずしも物理的・
科学的な危険性を意味するものではなく，具体的状況下において，社会通念
に照らして，その有無が判断されるべき危険性のことと解されるから，行為
当時，行為者が特に認識した事情及び一般人に認識可能な事情を基礎とし，
客観的な事後予測として犯罪の実現される危険性の有無を判断するのが相当
である。〈 2 〉本件については，A が現金を入れないで本件荷物を発送した
という事情があるため，一見，事後的にみると，詐欺罪の構成要件的結果が
発生しない状態だったと評価されるようにみえるが，かかる事情について
は，本件詐欺の犯人である C 及び被告人は全く認識していなかったもので
あるし，また，一般人が認識可能であったともいえないものであった。した
がって，A が詐欺被害に気付いた後に行われた，C が A に電話で指示した
行為や，被告人が報酬目的で空き部屋である本件受領場所で待機し，偽名を
用いて本件荷物を受け取ろうとした行為について，これらの行為当時，被告
1 ）　山口厚『刑法総論』〈第 2 版〉有斐閣［2007］269─271頁。
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人が特に認識した事情及び一般人が認識可能な事情を基礎とし，客観的な事
後予測として判断した場合，C の前記行為は A の財産的処分行為に向けら
れた欺罔行為であるといえ，また，被告人の前記行為は，詐欺の実行行為の
一部を分担したものであって，いずれも詐欺罪の構成要件的結果発生の現実
的危険を有する行為と判断される。」と整理し，その上で，この点に関する
裁判所の判断として
　「以上の検察官の主張のうち，〈 1 〉の点に異論はないが，〈 2 〉について
は看過できない問題点がある。まず，検察官は，本件荷物に現金が入ってい
なかったことが詐欺罪の成立を阻む客観的事情ととらえているかのようであ
るが，既に述べたとおり，本件において詐欺罪が成立しない本質的な理由
は，C による欺罔行為と，A による本件荷物の発送（交付）との間に因果関
係が存しないことにあり，たまたま本件荷物の中に現金が入っていたか否か
といった事情によるのではない（仮に，本件荷物の中に現金が入っていたとしても，
詐欺罪が成立することはない。）。また，危険性の判断過程についても，検察官
は，危険性判断の指標とする一般人を，専ら犯人側の状況だけを観察する者
と仮定し，その認識内容を基礎として危険性を判断しているが，一般人（も
とよりその存在は危険性判断のために仮定したフィクションである）の認識という視
点を取り入れるのは，まさに検察官自身が主張するように，当該事案の具体
的状況下において，社会通念に照らし，客観的な事後予測として危険性を判
断するためであるから，そこで仮定すべき一般人は，犯人側の状況と共に，
それに対応する被害者側の状況をも観察し得る一般人でなければならないは
ずである。そして，そのような一般人を前提とすれば，C が A に欺罔行為
を行い，A はそれによっていったんは錯誤に陥ったが，その後錯誤を脱し，
むしろ警察官からの依頼に応じて犯人検挙のためにだまされたふりをするこ
とにし，犯人を捕捉するために本件荷物を発送し，被告人はそれを受け取っ
た，という事実経過を，特段の科学的知見などを用いることなく認識しうる
と考えられるのであり，その認識を基礎とすれば，被告人が本件荷物を受け
取る行為は，C の欺罔行為やそれによる A の錯誤とは因果関係のない行為
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であり，詐欺罪の結果発生の危険性を有しないものであるとの判断がなされ
ることは明らかというべきである。検察官の主張を慎重に検討しても，それ
を採用することは困難である。」と判示し，被告人において，未遂処罰の実
質的根拠となりうるような危険性の発生，増大させたものとは認められず，
実行行為の一部を分担したと評価することはできないと結論付けた。
　本判決の上記判断過程において特に注目すべき点は，危険性判断におい
て，一般人を基準に判断することを認めつつも，そこで危険性評価基準とし
て仮定される一般人は，「犯人側の状況と共に，それに対応する被害者側の
状況をも観察し得る一般人でなければならないはずである」と判示し，これ
を評価基準として危険性評価を行っている点である。
　このような「一般人」の捉え方は，事後的・純客観的に裁判官の立場から
行為の危険性判断をなす見解とかなり接近するように思われるが，併せて
「特段の科学的知見などを用いることなく認識しうると考えられるのであり」
との判示も存在し，事後的に科学的知見をも併せて危険性判断をなす立場に
ある裁判官の立場と一線を画する危険性評価基準を用いる趣旨と思われる。
　（ 3 ）　本判決においては，以上のような危険性の評価により，被告人が
X らと間で共謀をなし，当該共謀に基づいて被告人自ら A からの宅配便の
受領を行った行為は，何ら詐欺未遂罪における結果発生の危険性の発生・増
大をもたらすものと認められないとして，検察官が主張した承継的共同正犯
構成による詐欺未遂罪も成立しないとし，被告人を無罪としたものであり
（被告人の関与行為についてはいわゆる不能犯としたものと評価できる），危険性判断
の具体的な手法につき，新たな問題提起をもたらすように思われるものであ
る。
第 4　私　　　見
　 1 　本判決においては，その判示内容として，「実行行為性判断の基礎と
なる構成要件的結果発生の危険性判断において仮定すべき一般人は，犯人側
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の状況と共に，それに対応する被害者側の状況をも観察し得る一般人でなけ
ればならないと解すべき」という見解を基に危険性判断をなし，実行行為性
を否定している点に特に注目すべきように思われる。
　 2 　本判決においても，「構成要件的結果発生の現実的危険とは，必ずし
も物理的・科学的な危険性を意味するものではなく，具体的状況下におい
て，社会通念に照らして，その有無が判断されるべき危険性のことと解され
るから，行為当時，行為者が特に認識した事情及び一般人に認識可能な事情
を基礎とし，客観的な事後予測として犯罪の実現される危険性の有無を判断
するのが相当」という検察官の主張と同じ立場で判断するとされており，形
式的な判断基準は同一のようにみえるが，上記のような「仮定すべき一般
人」の認識可能な事情については，検察官の主張とは異なり，いわゆる「だ
まされたふり作戦」の遂行過程にあることを含むとする点に特徴がある。
　これは，裏を返せば，検察官において構成要件的結果発生の危険性判断の
基礎とすべき事情中に，いわゆる「だまされたふり作戦」の遂行過程にある
ことは含めないことを前提に犯罪の成否，起訴判断をしていることを顕在
化・明確化させるものといえる。
　危険性判断の影響を与え得るある事情の存否について，行為当時，行為者
（犯人側）がその事情を認識していなくとも，その事情が仮想される一般人に
おいて認識可能な事情といえるならば，当該事情が存在することを基礎とし
て危険性判断がなされるとの理解が一般であろうから，本判決が，被告人の
関与開始当時既に「だまされたふり作戦」の遂行過程にあることを基礎に危
険性判断を行い，既に詐欺罪の既遂至る危険性が消失していたとして，詐欺
未遂罪の成立を否定したことは理論的には正当ということになる。
　そして，本判決は，「特段の科学的知見などを用いることなく認識しうる」
として，「仮想すべき一般人」でも「だまされたふり作戦」の遂行過程にあ
ったことを認識しうるとし，裁判時において裁判官により事後的，純客観的
に認定された事情を基礎として危険性判断をするものとは異なることを示し
ている。
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　 3 　しかし，この場合に「仮想すべき一般人」を捜査担当者や詐欺被害者
とするのは無理があるから，この「仮想すべき一般人」において，犯行当時
に，捜査機関が主導して秘密裏に，捜査活動の一環としてなされる「だまさ
れたふり作戦」の遂行過程にあることを認識するには，「特段の科学的知見
など」は必要ない（むしろ関連性がない）にしても，「特段の調査」を介在させ
なければならないはずである。
　そして，このような「特段の調査」がなければ知り得ない事情が捜査担当
者や当該事件の被害者以外の者に明らかになるのは，犯罪の遂行過程にある
当時ではなく，犯罪の存在・成立を前提としてその後になされる刑事司法手
続においてであり，とりわけ，そのような事情が余すところなく明確化する
のは裁判時に至った時点と考えられるのである。
　その意味で，本判決においては，自ら採用しているとする，行為当時に行
為者及び一般人が認識又は認識可能な事実を基礎として危険性判断をする立
場よりも，裁判時において裁判官により事後的，純客観的に認定された事情
を基礎として危険性判断をする立場にかなり接近するもののように思われ
る。
　このような立場が，構成要件が社会通念に従い違法・有責な行為を犯罪と
して類型化したものとする理解とどのように整合するか，行為無価値論との
関係，さらには，薬物輸入事案におけるコントロールド・デリバリーの手法
を介した立件，おとり捜査を介した立件が実務上なされている現状とどのよ
うに整合するかについて，今後十分な検討がなされるべきように思われる。
4 　終 わ り に
　いわゆる「振り込め詐欺」等の特殊詐欺事件は，多数・多額の被害を発生
させ，我が国の犯罪事情を悪化させる要因となって久しいところ，警察組織
においては，その禁圧に向け，インターネットを通じるなどして「だまされ
たふり作戦」への協力を広く一般に呼びかけ，これを犯人検挙，突き上げ捜
査による全容解明につなげる有効な捜査方法として実施しているところであ
り
２）
，本事件も本来はその「成果」の一つであった。
194　　創価ロージャーナル第10号
　しかし，本判決の立場によれば，被告人のようないわゆる「受け子」との
共謀につき，事前共謀を回避して欺罔行為終了後の金品受領直前に共謀を遂
げることにより（あるいはそのように弁解することにより），検挙必至となる「だ
まされたふり作戦」に遭遇して検挙された場合に無罪となる王道を開くこと
になりはしないか，その結果，「だまされたふり作戦」の無力化を招きはし
ないかが懸念される。
　その一方で，本件被告人と同様の形で関与に至った受け子の詐欺未遂罪の
成否につき，共謀成立時既に「だまされたふり作戦」の遂行過程にあったこ
とは，一般人の認識し得た事実ではないとして危険性判断の基礎事情に含ま
れないとし，共謀が認められれば詐欺未遂罪成立の余地があるとした（結論
としては，共謀が認められないことを理由に一審判決の無罪を維持した）名古屋高判平
成28年 9 月21日（公刊物未登載
３）
）もあり，今後の裁判所の立場がどのように発
展し，統一されていくのかが注目される。
2 ）　例として，下記警察庁ウェブサイト［更新日・2016.12.22］が挙げられる。https://www.
npa.go.jp/safetylife/seianki31/ 1 _hurikome.htm
3 ）　判決中には以下の判示がある。
　「実際には結果発生が不可能であっても，行為時の結果発生の可能性の判断に当たっては，一
般人が認識し得た事情及び行為者が特に認識していた事情を基礎とすべきである。そうする
と，仮に，被害者が，被告人が木村からの荷物受領の依頼を受ける以前に既に本件荷物の発送
を終えていたとしても，被害者が警察に相談して模擬現金入りの本件荷物を発送したという事
実は，被告人及び氏名不詳者らは認識していなかったし，一般人が認識し得たともいえないか
ら，この事実は，詐欺既遂の結果発生の現実的危険の有無の判断に当たっての基礎事情とする
ことはできない。本件通話の時点で氏名不詳者らは，実際に現金を受け取る意思であったと認
められるから，詐欺の犯意は失われておらず，被告人が氏名不詳者らとの間で共謀したとみら
れれば，被告人に詐欺未遂罪が成立することとなる。」
